ディスプレイ業
東日本大震災後、展示会やイベントなどの開催は自粛され、一時は受注がほとんどない状況になったが、年度末を迎えた現在は受注が増えている。
しかし、景気回復の歩みが遅く、先行きが見えない中、企業の広告宣伝費が増えず、発注件数、金額ともに減少している。さらに、イベントや施設の開催地にかかわらず、本社や営業本部が集積する東京から発注される傾向が増えている。
こうしたことから、大阪での受注獲得競争は激しさを増しており、中長期的にも業況好転の兆しがみえにくくなっている。
業界概要
ディスプレイ業は、「店舗、博覧会々場、催事などの展示会に係る調査、企画、設計、展示、構成、製作、施工監理を一貫して請負い、これら施設の内装、外装、展示装置、機械設備（音響、映像等）などを総合的に構成演出する業務」（日本標準産業分類）と定義されている。簡単にいえば、空間の演出を企画し、それを実体化することで、依頼者の情報伝達を助ける業務である。
ディスプレイ業界には、演出の企画から造作、施工、運営、撤去など一貫して請負う専門業者の他、実体化に携わるデザイン、音響、映像、印刷、紙加工、屋外広告、レンタルなど特定分野を請負う業者がおり、業容、業態は幅広い。
全国的な調査は、『平成15年特定サービス産業実態調査 ディスプレイ業界編』（経済産業省）を最後に調査されておらず、業界全体の企業数や市場規模などの現況について、公的機関が公表するデータによる統計的な概観はできない。
ちなみに、（社）日本ディスプレイ業団体連合会傘下の団体の会員数＊1は、全国で659（24年4月27日現在、以下も同じ）、大阪府（大阪ディスプレイ協同組合）には82（全国比12.4％）、また東京都（東京ディスプレイ協同組合）には186（同28.2％）が加入している。業務内容の性質上、ディスプレイ業界にかかわる企業の集積度は、大都市で高い。
受注量は年度末で増加するも、好転は期待薄
東日本大震災の発生で、展示会やイベントの自粛が相次ぎ、一時は発注がほぼなくなる時期もあったが、年度末を迎えて、販売促進イベントなどでは、受注が増える状況がみられる。
しかしこうした受注の動きに対しては、消費意識の高揚を図るため、今後も受注量が増えるとみる企業がある一方で、景気が回復しない限り、一時的な増加にとどまるとみる企業もある。後者の見方が相対的には多く、受注状況の好転に対する期待は薄い。
商業施設関連では、相次ぐ百貨店の改修や昨年の大阪駅の再開発などによって受注件数は増加したが、現在は一段落している。消費が低迷する中で、集客力の向上を図ろうと店舗を改装する動きはみられるものの、改装額が抑えられており、受注状況の回復への確かな足取りを感じられるまでに至っていない。
厳しさを増す中小企業の受注環境
受注状況が改善しない中で、新たな取引先を獲得しようと、小規模のイベントや商業施設の改装にも規模の大きな企業が動いており、中小企業の受注環境は厳しさを増している。
若手の人材育成が課題
受注の先行きに不安があることから、採用は、退職者の補充にとどまっている企業が多い。補充についても、受注件数が減少している中で、非正規雇用により雇用の弾力化を図る企業が増えている。正規で雇用する場合でも、社内で人材育成するほどの余裕がなく、経験を重視し即戦力となる人材を雇用しており、従業者の高齢化を止められない状況にある。
企画やデザインの重要性が高まっている中で、次世代を担う若手の育成が業界の課題となっている。
中国進出
上海万博以降、中国に進出する企業がみられる。
日本のディスプレイ業の企画力と品質は、世界的にみても高い水準にあり、競争力は高い。
ただ、現地企業からの受注獲得は現状では少なく、現地でのイベントや展示会、商業施設を出店する日本企業からの受注が主となっている。
今後の見通し
景気回復の遅れから、企業の広告宣伝費の増額が見込めない上、リーマンショックの際に広告宣伝費が見直されたことによって、大阪府内で開催される展示会やイベントは、開催規模を縮小したり、他の関連イベントと併催したりすることで数が減った。さらに、本社や営業本部などが企画から施工までを一括発注する例が増え、それらが集積する東京での発注が増えたことから、東京の業者が一括受注して、開催地の大阪の業者に施工を発注する形態が増えている。こうした状況から、受注件数、単価ともに減少しており、中長期的にもこの状況が続くとみられている。
１つの発注を複数の企業で取り合うことが当たり前となる中で、発注業者による選定は厳しさを増していく。価格への適応力はもとより、他社との違いを発揮できる独創力と企画力、それにディスプレイを実体化する際の高い品質力が求められる。
保有する技術やノウハウ、人材などの経営資源を精査して、価格への適応力と他社との違いを明確にした専門性を高めるのと併せて、企業間ネットワークを強化し、他社の資源を活用し、顧客からの多様なニーズに独創性と高品質で対応できる体制づくりが必要となろう。　　　　　　　（廣岡　昭彦）
※1 本店、支店それぞれで加入している場合もあり、企業数とは一致しない。
